


































三 上 昭 彦
はじめに一本研究の課題意識
この研究は,第2次 大戦後の戦後教育改革とその後今日にいたる半世紀余 りの教育政策および教
育実践のなかで,「男女平等」あるいは 「男女平等教育」の問題がどの ように認識され,実 践されて
きたのかを確かめ ることを目的に して きた。 これ は見方を変 えるな らば,〈 ジ ェン ダー 〉ない しは く
ジェンダーと教育〉の視点から戦後教育改革 とその後の教育政策,教育実践を検証することである。
そ こには,す で に別稿 「性差 と教育」(『明治大学人文科学研 究所紀 要』 第39冊,1996年)で述べ
た,次 のような基本的な問題意識がある。すなわち,性差別の克服と男女の 「本質的な平等」の実現
は,現 代社会 における根本的な問題の …つであるこ と。 そ して この課題 を果たす上で,男 女の性差を
どの ように とらえるのか,ま た,そ れを歴史的,社 会的,文 化的諸関 係(す なわち ジェン ダー関 係)
のなかで どう位置づけ るのかが重要 な焦点 にな っている こと。「性差 とは何か」 を究 明するこ とは,
それ 自体,人 間理解(自 分 を理解 し,他 者 を理解すること)に とって重要かつ興味深 いテーマである
とともに,基本的人権 と民主主義の確立,人 間の解放 と共生の実現という現代の焦眉の諸課題にも深
くかかわ っている問題である こと。
ところで教育は,と りわけ若い世代の諸能力の発達 と人間形成に大きな影響を及ぼすものである。
社会的,文 化的営みである教育は,一価 では社会の支配的価値観,本 研究テーマにかかわって言え
ば,社会の支配的な性差観,ジ ェンダー観に支えられて,そ れを不断に再生産する機能を常に負わさ
れているこ と。 しかし他面では,教 育は子 ども ・青年が科学的 な性差観,ジ ェンダー観 に立 って,性
差別を克服 し,男女平等の社会を創り出す主体 として自らを形成する上できわめて重要な役割を果た
す ものであ るこ と。 ところが,「性差 とは何か」,「性差別 とは何か」 という問題は,必 ず しも自明な
問題ではな く,長 い論争の歴 史があるにもかかわ らず,1970年代半ばにおいても,「真に科学的 な探
:求は まだ 始 ま っ たば か り」(ジ ョン ・マ ネ 一ー&パ1・ リシア ・タ ッカー 『性 の 署 名』,1975年。 邦 訳 は
人文 書院,1979年)とも言われていた こと。






もに,既 成の 「普遍的知」 の男性中心主義的偏向(ジ ェンダー ・バ イアス)を 指摘 し,そ の再構築 の
課題を提起してきたこと。それらが鋭角的に提起 してきた問題や論点は,十分に吟味さ;れる必要があ
るこ と,な どな ど。
先の小論で述べた問題意識 とは,おおよそ以上のようなものであった。本研究は,こ うした問題意
識を継承 しつつ,〈 ジェンダー と教育 〉の視点か ら,戦 後教育改革 とその後の教育政策 ・教育実践の
問題を検証するこ とに置かれた。 しか し,こ;れとて検証すべ き課題は山積 してお り,2年 間に実際 に






言 うまでもなく日本国憲法の制定 とそれに基づ く戦後改革であった。戦後教育改革は戦後改革の一環
であり,前者は後者の諸原則に深 く規定されていたことは当然である。
新憲法には戦後改革の理念と原則が総括的に謳われているが,その一つに男女平等原則がある。男
女平等問題にかかわ る理念 ・基本原則 としては,基 本的人権の不可 侵性 とその保障(11条,97条),
個人の尊重 と幸.一Ft求権(13条),法の下の平等 と性別に よる差別 の禁jL(14条1項),家庭 生活に
おける個人の尊厳 と夫婦の 同権,両 性の本質的平 等(24条)な どをあげ るこ とが で きる。 こ;れらの
理念 ・基本原則の憲法的確認は,いずれも戦前の大日本帝国憲法(明 治憲法)に はまった く見られな
かった ものであ り・ きわめてラデ ィカルな規定であ り,ド ラスティックな転換であった と言 える。
日本国憲法が明示した男女平等の理念 ・原則は,すべての人間は個人として尊重され,その尊厳が
認め られなければな らない とい うより根源的な理念 ・原則 を不可欠な前提 としている。そ して,個 人













もに,そ れ らの 「永久不可侵性」 を明示 してい る点 が きわめて重要である。
男女 平等の理念 ・原則 を直接的 に規定 してい るのは14条1項お よび24条である。すなわち,前 者
では,「すべて国民は,法 の下 に平等であ って,人 種,信 条,性 別,社 会的身分又は門地 により,政
治的,経 済的又は社会的関係におい て,差 別されない。」 との一般的な平等原則が明記された。旧憲
法には,こ うした平等原則 を宣言 した規定はな く,わ ずかに資格に応 じて,「均 ク文武官二任 セラ レ
及其 ノ他 ノ公務二就 ク」(19条)ことを認 めたに過 ぎなかった。万世一系の天皇主権 と天皇大権の下
で,皇族 ・華族の身分が存在 し,女性差別をはじめとする数々の差別が法制度的にも容認されていた
ことも周知の事実 であ る。従 って,こ の平等原則の憲 法的規定は,多 くの分野にわたるそれまでの差
別的な法制度を是正する上で大きな効力を発揮した。 とりわけ,「性別による差別の禁止は従来のた
てまえを最 も変革 したものであって注目に値する」と言われたのである(法学協会r註解 日本国憲法』
上巻,有 斐 閣,1953年)。
また,後 者(24条)は 前者(14条1項)の 原則を家庭生活の分野にY体 化 した ものであ る。そ こ
一 には,「婚姻は,両 性の 合意のみ に基づいて成立 し,夫 婦 が同等の権i利を有する ことを基本 として,
相互 の協力 により,維 持 されなければな らない。」,「配偶者の選択,財 産権,相 続,住 居の選定,離
婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては,法律は,個人の尊厳 と両性の本質的平等に
立脚 して,制 定 されなければな らない。」 と謳 われている。国家 と私人 にかかわ る人権規定 を基本 と
する憲法が,本来私人間の事柄である婚姻,夫婦の関係,家庭生活などにかかわる理念 ・原則をく個
人の尊厳 〉 とく両性の本質的平等〉 とい うキー ワー ドによって明記 した ことは大いに注 目される。
これ らの注 目すべ き規定 は,近 年 当事者に よって明 らかにされたよ うに,GHQの 憲法草案の起 草:
に参加 した若千22歳の女性 であ るベ アテ ・シ日夕 ・ゴー ドンの識見 と尽力 に多 くを負 っていた。
ゴー ドンによれば,本 条の原案は より詳細 かつ長文の ものであ り,そ こには現行条文 には規定されな
かった 「妊婦及び育児にかかわる母親の保護と援助」,「非嫡出子と嫡出子の権利の平等」なども盛ら
れて い た とい う(ベ ア テ ・シ ロ タ ・ゴ ー ドン 『1945年の ク リス マ ス』,柏 書房,1995年)。
この ように 日本 国憲法は,個 人の尊重 と基本的人権 の 「不可優性」,「無差別平等性」 を基本理念 ・
原則 として宣言するとともに,法の下の平等の原則を徹底させ,性別を理由とした差別の禁止をはっ
きりと定めた。さらに,特に家庭生活や家族に関する一切の法律は〈個人の尊厳〉とく両性の本質的








選挙権 ・被選挙権は女性には与えられず,高 等教育の機会をはじめ とする教育上の差別も著 しいも
のがあったことは知 られている。また,民 法では封建的な大家族制度の下で・家長である戸主に家を
統率する戸主権があ り,婚姻も戸主や親の同意が要件 とされ,夫 婦関係でも夫の妻に対する優越が認





関連 した各分野での法制度の改正を具体化する審議 と作業が進められ,次 にあげるような様々な分野
での男女平等法制が実現 していった。
第一一は,は じめ て20歳以上のす べての 女性 に国 政 ・地 方政 におけ る参政権 が与 え られ,男 性 と同
様に女性にも広範な政治活動の自由が保障された。 もっとも,この参政権の保障は,新 憲法の制定に
先立って,1945年末に改正された衆議院議員選挙法によって実施されたことは付記 しておこう。
第二には,労 働基準法の制定により,男女同一賃金の保障が謳 われる…方,母 性等の保護のため
に,女性の長時間労働 ・深夜労働 ・休H労働の制限,生理休暇 ・育児時間の保障などが制度化された。
第三に,教 育を受ける権利が憲法に規定され(26条),これを受けて教育基本法に教育の機会均
等 ・教育における性差別の禁止が明記 される とともに,小学校から大学にいたる学校での男女共学制
が認められた(こ の点については後に詳 しくふれる)。
第四として,民 法の親族編 ・相続編の全面的な改正によって,近 代的な 「家族法」が成立する。す
なわち,① 「家」制度を廃ILし,家長制および戸主権を廃 止したこと,②妻の 「無能力」規定 を廃止
したこと,③夫婦平等を基本原則として,同居 ・協力 ・扶助義務や 「離婚原因」などの規定を整備し
たこと,④父母平等を基本原則 として関連規定を整備したこと,⑤相続に関 して,家 督相続の廃止,
諸子均分原則の導入,配 偶者相続権の確立などを実施したこと,な どである(久貴忠彦 「家族法制」
『ジ こLリス ト』1073号)。
第 五は,刑 法改Tに よって,姦 通罪 な どが廃iLされた こ とであ る。
以上のように,口木国憲法の制定を基軸にして,民法,刑 法などの旧法の改正,教 育基本法,学 校
教育法,労 働基準法な どの新法の制定によって,戦 後改革によって誕生 した男女平等法制は,な お少
なからぬ不徹底部分や問題点を残 しながらも,戦前の封建的で女性差別にみちた法制度を抜本的に改







ように把握 され,理 解 されていたかを確かめてお きたい。 そ こには,関 係者のジ ェンダー認識 の一端
が表出していると思われるからである。
まず,議 員や政府関係者の発言の中から,特徴的な ものを引いてみよう。それらは概ね四つのグ
ループに区分けすることができる(以下の引用は,いずれも清水伸編著 『逐条 日本国憲法審議録 〔増
訂版 〕』第2巻,発 売 ・原書房,1976年によっている。 但 し,引 用 内容は煩雑 さを避 け るために筆者
に よる要約 であ る)。
一つは,男 女は不平等 なものであ り,そ れ をく本質的 に平等 〉だ とするのは 日本 の国情 に合 わない
思想であ り,家制度を中心に連綿と続いてきた善良なる風俗 ・美風に反するとして強 く反発する立場
である。例えば,沢 田牛麿貴族院議員(同和会)は,「本質的に男女は不平等であって,本 質的平等
というものは男女の間にはなく,了解できない言葉である。 どうも日本の国情に合わない思想から出
て きているのではないか と疑 う。 日本では家 という細胞 が集 まって国を成 して きたのであ り,夫 婦関
係 だけを中心 とす るこの条項 は,日 本の歴 史 ・風俗 ・美風や国体 に反す るこ とにな る。」,と強 く批判
している。また,北 浦圭太郎衆議院議員(日 本自由党)も,「国家が戸主権並びに親権を認めること
により,家族は父母 を尊敬すべき理由を知 り,父母に対する孝道,兄 弟の友情,夫 婦相愛の道が立
ち,一一家相 斎 うこ とによって天下の泰平を致 して きたことは,1」本の伝統的特徴であ る。戸主権を中
心とする家族主義をこの憲法草案は根抵的に破壊し,夫婦中心の個人主義に改正する。」,として憲法
24条の趣 旨に反対 してい る。
二つは,〈 両性 の本質的平等 〉とは,男 女の特性 や差異,家 庭や社会 でのそれ ぞれの職分 ・立場を
否定す るものではな く,そ れ らを前提 に して いると考 えるものである。 例えば,三 浦寅之助衆議院議
員(日 本 自由党)は,「 男女平 等,夫 婦 同権ではあるが,一 つの家庭に於 て も各 々その職分があ る。
女は主婦 としての仕事があ り,男は男としての仕事がある。一本の木に誓えるなら,女は地下で支え
る根の役 目,男 は地上にあ って働 く幹の役 目を勤め る。 お互 いその立場 を守 るべ きであ り,そ うした
所 で決 して男 女平 等を阻碍す る もので もない。」,と力説 してい る。また,木 村篤太郎 司法大臣は,
「本質的平等とは,平 面的平等 という意味ではない。無差別が必ず平等ではな く,差別の中にも平等
はある。夫婦の問にも白ら体質,或 いは差異があるので,根 本的に何もかも平等にするようなことは
絶対 にで きない。 この憲法の用いたの は詰ま り本質的平等であ り,こ こに大 きな意味があ る。」,とし
て い る。
三つは,〈 両性の本質的平等 〉は,〈 夫婦の同権 〉,〈 個人の尊厳 〉 とともに,新 しい家族制度の
ための三つの憲法上の標準であ り,その趣旨は従来の家族制度の封建的色彩を払拭 しようとするとこ
うにある。これ自体は用当幅のある規定であ り,いかなる家族制度を設けるかは,今 後の法律によっ
ている というものである。おもに答弁に立 った政府関係者の発言にほぼ共通 してみられるものであ
り,「立法者意思」 と考 える こともで きる。 例えば,吉 田茂総理大臣は,「その 目指 す ところは所謂封
建的遺制 と考えられる,或いは解せられるものを払拭することが主眼である。 日本の家族制度,家督
相続等は日本固有の一種の良風美俗であ り,今後の議論 ・意見を十分参酌 して適当に改廃を行う。」,
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と述べている・また・憲法改正問題の担当であった金森徳次郎国務大臣は,「これは根本に於 て平等
であるということを基礎 とし,又人間そのものの人格の尊重 と言 うことを基にして考え,敢な く存在
している封建制度風の遺物をも綺麗に掃除 して,現 代の人々が満足するように持っていかなければな
らない。 これを如何に具体化 して行 くかは これか らの問題 であ る。」,と答 弁 してい る。
四つは,〈両性の本質的平等〉は,男 女が人格 として平等であることととらえ,そ れは今までの封
建的な家族制度を,民 主的な家族制度に変革すべき法的基準 を示すもの と理解する立場である。ま
た,平 等規定とともに母性保護規定が明記されなければ,現 実の男女平等は実現 しないことを指摘 し
ている。憲法草案の規定の意義を積極的に押さえるとともに,それをより充実したものにすることを
強 く主張する。例えば,加 藤シズエ衆議院議員(日 本社会党)は,「この両性の本質的平等 とは,男
女が人格 として平 等であ るというこ とだ と理解 している。」,「この草案条文 は,明 らかに今後の家 族




当の意味に於て,実際の生活に於て平等ではあ り得ないので,ど うしても母子の利益を保護 し,寡婦
の生活の国家的な保護が書かれなければ,こ の両性の本質的平等 とい うことが本 当に生 きてこな
い」,と鋭 く指摘 している ことは注 目される。





先にふれたように・憲法は14条で 「法の下の平等」および 「性別による差別の禁止」を規定 し,
同26条で 「その能力 に応 じて,ひ としく教育を受 ける権 利」 と 「義務教育 の無 償」 を謳 ってい る
。
男女平等問題にかかわった理念 ・原則 として教育基本法に謳われたものは,教育の機会均等(3条),
性別による差別の禁IL(同前)お よび男女共学(5条)で ある。憲法 との関係でいえば,教 育基本法
3条は憲法14条および26条を直接的1こ受けた形をとり,鞘 基本法5条 臆 法24条とその精神にお
いてつ らなる とい うこ とが で きる。教育基本 法5条 は,「男女は互 いに敬重 し,協 力 し合 わなければ
ならないものであって,教 育上男女の共学は認め られなければならない」 と謳っている。
戦前のわが国の公教育体制にあっては,制 度的にも教育目的や内容の面でも,男女の不平等 と性別
による差別が歴然と存在 し七いたことは周知のとおりである。'
まず制度的 には,1879年(明治12)教育令 に,「凡学 校二於 テハ男 女教場 ヲ同 クスル コ トヲ得 ス
但小学校二於テハ男女教場ヲ同クスルモ妨ケナシ」(42条)と規定 されて以降,男 女分離別学の原則
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校,男 子師範 と女子師範というように学校自体が男女別系統にな り,ごぐ ・部の私立学校 と官立の音
楽学校を除いて,分離別学原則が徹底されたのである。但 し,実業学校の場合は同一学校の中に男子
部,女子部を併置 したところも少なくなかったようである(詳 しくは,橋本紀子 『男女共学制の史的
研究』,大月書店,1992年,参照)。女子の高等教育機関は,官 立では三つの女子高等師範学校(東
京 ・奈良 ・広島)の みであ り,旧制高等学校は女子に固く門を閉ざし,帝国大学は東北帝大などでの
ご く少数の女子学生の入学を例外にして同様であった。女子大学は大学令に基づ く正規の大学ではな
く,専 門学校令に よる学校 であ り,し か もすべて私立であった。
教育 目的や内容の面ではどうか。女子教育の中心 目標に置かれたものは,「温良貞淑」,「良妻賢母」
であ った。例 えば,1891年(明治24)の 「小学 校教則大綱」は,「女児二在 リテハ殊二貞淑 ノ美徳 ヲ
養ハ ンコ トニ注意スヘ シ」(2条)と してお り,こ の 目標 は高等女学校 では さらに徹 底 して追求 され
たのである。また,教 育内容 ・水準においても高等女学校のそれは男子の中学校 と比べて概 して程度
が低か った。




革点はつ ぎの とお りであ る。
第 一一は,義 務教 育年 限や学校体:系におけ る男女差別の撤廃で ある。戦前末期(1939年)に青年学
校 が男子のみに義務化 された ことに よ り,義 務教育年限は 男子19歳,女 子12歳とな って いたが,男
女 とも9年 間 とな った。 また,高 等教育 への道は女子 にも等 しく開かれる こととな った。
第二は,男 女別学学校体系から共学学校体系への転換である。一部の私学と一部の国立付属校を除
いて,i義務制の小 ・中学校はクラス編制を含めて共学 となった。新制高校は関東以北に別学校(前 身







戦後制定された学校教育法は,す べての学校を網羅 した形の統一的法規 として,同 法1条 に挙げ
られた各学校の教育 目的 と教育目標を定めた。
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第四は激 育の内容 ・撚 の同一イヒがあげられる・男女共学の要件は・①r:一の糎 で・②同一か
つ同程度の教科 ・学科等を,③ 同一の教材 ・教育方法 で,④ 同…の教員 によって学 習するこ ととされ




た。いくつかの先行研究醐 らかにしているように識 後編 故轍 あた・て・好 教育の抜納 な
刷新 ・向上が重要な課題であることは,戦後直後から日本側の関係者にも広 く認識されていたが,そ
こには男女共靴 への関心やその必要性の認識はきわめて弱かった・鮪 の機会均等の原則か らみ
て,と りわけ中等教育以上で著しく差別されていた女子の教育を男子 と同等に保障すべきであること
は指操 れたが,そ鋤 策は 「女子糖 」の刷新 向上であり湧 女共学を実施すべきとは考え られ
ていなかったと言える(橋本紀子の前掲書および 「高校における男女共学問題一・一教育基本法第五条男
女共学の成v過程を中心に一」『教育』1975年5月号,広 瀬裕子 「戦後学制改革期における男女共学
化に関す る一・考 察」r纐 学研究』49巻3号,1982年・小 山静 子 「男女共学論 の地平」『ジ ェンダー
と教育』<教 育学年 報7>,世 職書房,1999年な ど参照)。
すなわち,文 部省が戦後間もない1945年12月4Hに閣議諒解 として示 した 「女子教育刷新要綱」
においては,「男女間二於ケル教育ノ機会均等及教育内容ノ平準化並二男女ノ相互尊重ノ風ヲ促進ス
ル コ トヲ 目途 トシテ女子教育 ノ刷新 ヲ図 ラソ トス」 とい う方針 が述 べられていた。具体的 には,女 子
大学の創設や大学の共学制採用,高等女学校や女子青年学校の教育内容を男子のそれと同程度にする
ことな どがあげ られているだけで,中 等学校における,共 学制の採用は提示 されて いない。
また,戦後教育の方針 として文部省が出した最初のもっとも体系的な文書である 『新教育指針』
(全4分 冊,第1分 冊 は1946年5月,第2分 冊46年6月,第3分 間46年11,月,第4分冊47年2月)
は,特 に1章 を設 けて 「女子教育の向上」 につ いて,そ の必要性,め あて,力 点な どについて詳細
に論 じている 「力作」である(第3分 冊 ・後篇3章)。 その必要性 については,つ ぎの ように力説 さ
れてい る。
今 日の日本において,われわれの強い関心を要求する問題はきわめて多い。中でも女子教育の向
上 と改善 とは,最 も大 切な,し か もさ し迫 った問題 であ る。……新 しい民主的 日本をつ くるため に
は,国 民の半数 を しめる女子 の教育を革新 し向上 させる ことが,き わめて大切 なことである。 ……
そのためには教育についても男女によって差別があるべきではない。そこで,そ れまで女子のため
にとくに欠けていた高等教育機関を拡張し,大学を男女共学にすることや,女 子のための大学を新
たに設けることなどが要求せ られる。 しかし調 い鮪 を受け為ためには・多 くの轄 を必要 と
し,ま:た修業年限の延長が結 婚問題 にも関 係して くるこ ともある。 この ような実情を考 えるとき,
〔ママ⊃
高等教育の拡張 とともに,中 等 ・=初等学 校の女子教育を改善するこ とが一そ う大 切な こ とであ る。」
この よ うに,「女子 教育の向上 と改善 とは,最 も大切な,さ し迫 った問題 であ る」 として いるもの
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戦後教育におけるジェンダー問題 戦後改革期を中心に一一
の,男 女共学 については大学 についてふれてい るだけであ り,焦 点であ る中等学校についてはまった
く言及していない。後述するように,男女共学制の採用を勧告 したアメリカ教育使節団報告書が公表
された(1946年4月初旬)後 の文 書であ るに もかかわ らずで ある(も っとも,こ の文書の 草稿 は使
節団の来 日以前 に出来上 っていた)。橋本が指摘 しているように,「戦前の男女共学問題 で も,大 学,
小学を除 く中等教育段階が共学論における鬼門 とされていたのであ り,この場合も中等教育に関して
は従来の別学の方針を踏襲したものといえる」(橋本,前掲論文)。
戦後教育改革期において,男女共学制の導入を最初に提起 した公的な文書は,上記の使節団報告書
であ った。そ こでは,「女子教育」 とい う言葉は…切見 られず,「機会の均等は,男 女の別 な く,あ ら
ゆる青少年 に開かれ た教育の新 しい構造 を創 り出す ことであろ う。」,「教育は個人 を,社 会の責任あ
る,協 力的な一・員 となるよう準備 しなければな らない。 また,r個 人』 という言葉 は,少 年 と少女,
男性 と女性に平等 にあては まるとい うことが理解 されなければな らない。」,「男性 も女性 も,自 分た
ちの 自由を獲得 し,そ;れを保持 するつ もりな ら,民 主主義 に向かって努力 し,お 互いに協力する意志
を示 さなければな らない。」 など として,男 女の機会均等,平 等,民 主主義 が説 き起 こされて いる。
その上で報告書は,① 「小学校は男女共学を基礎として運営される」こと,②それに続 く 「下級中学
校」 でも 「小学校 と同 じ原理が適用で きるので,条 件 が整い次第 早急 に,男 女共学 にすべきであ る」
こと,③ 「上級中学校」でも 「男女共学が財政的節約になるだけでなく,男女の平等を確立する助け
となる」 こと,④ しかし,過 渡期においては,教 育機 会の均 等の原則を保障する条件付 で,こ の段階
では男女別学の学校があ って もよい」,と勧告 している(引 用は,村 井実 ・全訳解説rア メ リカ教育
使節団報告書』,講談社学術文庫版,1979年による)。
この ように,使 節団報告書では,小 学校 ・中学校での男女共学 は明確 に勧告されて いるが,高 校
((1級中学校)で は財政的節約と男女平等の確立の観点から,男女共学が推奨されているものの,男
女別学の学校があってもよいとされていた。同報告書が男女共学の理念や原則について,必ずしも積





特別委員会,お よび全体の総会でである。長 らく非公開 となっていた教育刷新委員会(審 議会)の総
会および特別委員会の会議録が,近年ようや く公刊されたことにより,審議の経過 と論点を検討する
ことが可能 となっている(日本近代教育史料研究会編r教 育刷新委員会 ・教育刷新審議会会議録』全
13巻,岩 波 書店,1995～97年)。
教育刷新委員会は,総 理大臣の諮問機関 として,1946年8月10口に内閣に設置 され,9月7日 の
第1回総会を皮切りに審議を開始 している。第1回 総会では,山崎匡輔文部次官から 「現下教育上
緊急に解決を要する諸重要問題」について14項目にわたる説明が行われた。しかし,「青年学校の男
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子のみの翻 制は憲法(草案)擬 義があるので速やかに轍 捜 する」との指摘はされたものの・
なぜか男女共学問題はもとより女子教育についても明示的にはふれ られていない・第2回 総会(1946
年9」」13日)では,騰 の類 から 「女子rの 樋 」・「好 教育の水準の向上」問題を学校体系
の問題 と関わらせて是非 とも取 り上}ずるべきであることが指摘された・また・第3齢 会(9月20日)
では,田 中耕太郎文部大臣から教育根本法(教 育基本法)の 全体構想がはじめて提示されたが,そ こ
:では憲法草案の規定を受けて,「教育の機会均等の問題」とともに,「男女相互の理解 ・尊重」 という
意味合いを込めて 「女子教育の振興」をその柱の一一つに入れることにしたいとの説明がなされた。 こ
うして教育刷新委員会の総会では,「女子教育の振興」が重要な課題 として設定され,そ の後 この課
題は,第1特 別委員会での教育基本法の審議 と第2特 別委員会での下級学校体系の審議の中で並行
して検討されて行 くのである。いずれにしてもこの時点では,文部省に も教育刷新委員会にも 「男女
共学」への観点や課題意識は皆無に近 く,問題関心の中心はあ くまで 「女子教育の振興」であった。
二つの特別委員会のうち,男女共学問題をいち早 く議論 し,その決着を付けたのは遅れてスター ト




由 とされたものは,男 女の風紀問題の発生 と男女の特性の2点 であ った といってよい。注 目すべき
ことは,そ れに対 して,あ る委員から青年学校での共学の実施経験が語られ,そ れが杞憂にすぎない
こと,教室の中に楽しい雰囲気が生まれ,男 女の社会的訓練の機会にもなったことあげて,共学への明
確な賛成意見が述べられたことである。また,男 女共学の教育的意義(相 互の理解 と訓練など)が指
摘され,別学からくる差別的影響,危険だから離すという 「反社会的な考 え方」が批判されたことで
ある。なお反批判は出された ものの,こ うした実際の体験や事実に基づいた賛成論の説得性に よっ
て,第2特 別委 員会 は,「義務制,全 日制の3年 制 中学校 を設置 し,男 女共学 にす るこ と」,「中学 校
に続 く3年制高等学校は,必 ず しも男女共学でな くともよいこと」などを 「中間報告」 としてまと
めて,第8回 総会(1946年10月25日)へ報告 した。総会で も同様 の議 論 が繰 り返 された が,こ れが
アメリカ教育使節団報告書の勧告にも沿っていることなどが確認され,正 式の建議事項になってい く。
これに対 して,教 育基本法問題を論議 した第 重特別委員会では,最 終の第12回委員会 く1946年11
月29日)でようや く文部省の作成 した教育基本法要綱案の 「女子教育」事項が論議されている・ま
ず,女 性委員から,こ とさら 「女子教育」だけが規定されることへの疑問や,憲 法24条の規定や要
綱案の 「教育の機会均等」規定があるから 「女子教育」条項は不要 との意見が出された。羽渓了諦主
査からは「男女共学 という見出しにしてはどうか」との提案も出されたが,文部省側が難色を示 した。
結局,第1特 別委員会 としては,見 出しは 「女子教育」のままにして,条 文の一部を 「男女の共学
が認められること」へ変更し,「男女は平等の立場においてお互いに敬重 し,協 力し合はなければな
らないものであって,男女の共学は認められること」 との 「中間報告」を第11回総会(1946年11刀




教育刷新委員会の第1回 建議事項(1946年12月27日)の中には,教 育基本法の1条項 として 「女子
教育」を含む 「教育の理念及び教育基本法に関すること」 と,「中学校は男女共学,高校は必ずしも
男女共学 でな くて もよい」 とする 「学制 に関す るこ と」が並存す る形 とな ったのである。 この建議を
受けて,教 育基本法の法案化は文部省の手に任されてい く。その後,文 部省とGHQの折衝の過程
で,恐 らくGHQの強い指導をのもとに,「女子教育」条項は 「男女共学」条項 に変更された法案が
議会(第92帝国議会)に 上程 されたのである。
お わ り に
'と ころで
,戦 前 におけ る共学 反対論の論 拠 はつぎの4点 にあ るとされてい る(城:丸章夫 「男女共
学」宗像誠也編P育 基 本法』,新評論,1966年)。すなわち,① 男子 と女子は人間 として平 等であ
って も,果 たすべ き役割や任務がちがってお り,共 学 によって男女に同一の教育を施すことは不適切
であ る,② 男女は先天的に知能,情 緒,体 力,興 味,関 心等が違 ってお り,こ れを同一 に教 育するの
は適切でない,③共学は以上の理由から,男子を女性化 し,女子を男性化 し,両者の特質を失わせ
る。 それは性格の面ば か りでな く,男 子的教養を持 つ ことが女子の教養の 目的 となる傾向がある。必
要なこ とは,共 学ではな くZ;女 子教 育を盛ん にする ことであ る,④ 共学 は風儀上面 白くない,の4
点であ る。
これまでに見たように,憲 法24条の審議や教育基本法の制定における 「女子教育の振興」から
「男女共学 」へ と論議の過程では,上 記の②のような論点はあか らさま1こは主張 されなか ったものの,
とりわけ女子の特性論や性別役割分業論 さらには風機上の問題などから,「共学ではな くて,女子
教育を盛んにすること」により女子教育の向上を図 り,教育の機会均等をめざすべきであるとの潮流
は根強 く存在 していた ことが改めて明 らか となった。戦前の長期 にわた る負の遺産を考 えるな らば,
蓋 し当然 とい うべ きかもしれない。 しか しなが ら,「偶人 の尊厳」,「両性 の本質的平等」 という憲法
規範や 「男女共学」の教育基本法への明記は,GHQの強力なイニシャチブや教育使節団報告書の示
唆を背景にして実現 したものではあったが,それらの諸原則は一面では,戦前の支配的な抑圧体制に
抗 して,追 求 されて きたもので もあ った といえる(例 えば,小 泉郁子 『男女共学論』,新教育協会,
1931年は,そ の代表的なi著作であ る)。憲法や教育基本法の制定 過程では,そ うした諸原則 を,自 ら
の体験や学習をふまえて,自 らの言葉で主張する潮流も確かに存在したことも事実である。なお,少
なからぬ問題点を持ち,時代的制約を反映してはいたが。
いずれにしろ,戦後の改革期に規範化された 「両性の本質的平等」や 「男女共学」の原則の内実 と
その実質化は,その後の実践 と理論の両面で徐々に捉えかえされ,深められていかざるを得ないもの
であ っ た。
※紙 幅の関係 もあ り,注 記は最小限に とどめ,か つ本文中に略記 した。
(みかみ ・あ きひ こ 文学部教授)
